
貸 借 対 照 表
（令和２年３月３１日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 1,058,630 流 動 負 債 319,733

現 金 及 び 預 金 13,672 工 事 未 払 金 244,607

受 取 手 形 7,708 未 払 金 1,118

完成工事未収入金 532,294 未 払 費 用 5,185

未成工事支出金 46,684 未成工事受入金 1,000

前 払 費 用 89 1年内支払ﾘｰｽ債務 3,010

未 収 入 金 47,263 未 払 法 人 等 25,379

立 替 金 70,807 未 払 消 費 税 21,034

仮 払 金 111 賞 与 引 当 金 18,397

親 会 社 預 け 金 340,000

固 定 資 産 194,112 固 定 負 債 8,194

有形固定資産 152,108 役員退職給与引当金 4,829

建 物 103,337 リ ー ス 債 務 3,365

構 築 物 2,395 負 債 合 計 327,928

車 両 運 搬 具 0 純資産の部

備 品 406 株 主 資 本 924,815

土 地 41,109 資 本 金 20,000

リース資産･有形 16,264 資 本 剰 余 金 25,000

有形リース償却累計 △11,404 その他資本剰余金 25,000

無形固定資産 1,429 利 益 剰 余 金 879,815

ソ フ ト ウ エ ア 475 利 益 準 備 金 5,000

電 話 加 入 権 358 その他利益剰余金 874,815

リース資産･無形 1,490 別 途積立金 160,000

無形リース償却累計 △893 繰越利益剰余金 714,815

投資その他の資産 40,574

投 資 有 価 証 券 24,776

長期繰延税金資産 15,664

そ の 他 投 資 等 133 純 資 産 合 計 924,815

資 産 合 計 1,252,743 負債及び純資産合計 1,252,743



損 益 計 算 書

平成３１年４月１日から

令和２年３月３１日まで

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 1,706,069

警 備 事 業 売 上 高 456,405

そ の 他 事 業 売 上 高 2,088 2,164,563

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 1,582,149

警 備 事 業 原 価 423,914

そ の 他 事 業 原 価 1,264 2,007,328

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 123,920

警 備 事 業 総 利 益 32,490

そ の 他 事 業 総 利 益 824 157,234

販売費及び一般管理費 91,765

営 業 利 益 65,469

営 業 外 収 益

受 取 利 息 933

受 取 配 当 金 1,313

雑 収 入 1,282 3,529

営 業 外 費 用

支 払 利 息 513

雑 支 出 0 513

経 常 利 益 68,485

税 引 前 当 期 純 利 益 68,485

法人税、住民税及び事業税 25,648

法 人 税 等 調 整 額 119

当 期 純 利 益 42,717



株主資本等変動計算書

平成３１年４月１日から

令和２年３月３１日まで

（単位：千円）

株 主 資 本

資本剰余金 利 益 剰 余 金
株主資本

純 資 産

資本金 その他 利益 その他利益剰余金 合 計

資本剰余金 準備金 別途積立金 繰越利益剰余金
合 計

当期首残高 20,000 25,000 5,000 160,000 672,097 882,097 882,097

当期変動額

当期純利益 42,717 42,717 42,717

当期末残高 20,000 25,000 5,000 160,000 714,815 924,815 924,815



個 別 注 記 表

１ ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金・・・・・・・・・・・個別法による原価法

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産 ・・・・・・・・・・・定率法（なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっている。）

②リース資産

・・・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とした定額法

（３）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人税法の規定

による貸倒実績率により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案し

て計上している。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。

③ 役員退職慰労引当金

役員の退職金の支払に充てるため、退職金内規に基づく当事業年度末要支

給額を計上している。

（４）収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性

が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価

比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用している。

工事進行基準によった完成工事高 163,170千円

（５）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①リース取引の処理方法

リース取引開始日が平成20年 3月 31日以前の所有権移転外ファイナンス・

リースについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ている。

 （リース資産を除く） 

 所有権移転外ファイナンス・ 
リース取引に係るリース資産 



②消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

２．貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 58,183千円

３．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当該事業年度の末日における発行済株式の数 400株

（２）剰余金の配当に関する事項

基準日が当該事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度と

なるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の 1株当たり

基準日 効力発生日
総額 (千円 ) 配当額 (円 )

令和2年 6月 26日
普通株式 利益剰余金 21,358 53,397 令和2年 3月 31日 令和2年 6月 26日

定時株主総会

（本計算書類に記載の金額は単位未満を切り捨てて表示している。）


